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第１章 はじめに 

 

第１節 検討の経緯 

公衆電話は、戸外における最低限の通信手段であり、全数が災害時優先電話である

こと、その設置されている区域が停電しても局給電がされること等から、災害等緊急

時においても有効な役割を果たすことが期待されるものである。 

平成２３年３月の東日本大震災の際には、地震が発生した３月１１日の電話トラフ

ィックをみると、被災エリアである宮城県向けの通話については、全国からのものが

平常時の約９倍、県内発のものが平常時の約４倍になる一方、東京都向けの通話につ

いては、全国からのもの及び都内発のものが約４倍となるなど、利用者からの電話の

発信が急増し、固定電話では最大８０％～９０％、携帯電話では最大７０％～９５％

の通信規制が実施された。こうした中で、常設の公衆電話については、その通信回数

が地震発生直後から増大し、利用者による行列ができる光景が見受けられた。東日本

電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東日本」という。）においては、３月１１日以降の一

定期間、常設の公衆電話から発信される通話の通話料を無料化する取組を行い、多く

の利用者により利用された。また、ＮＴＴ東日本は、３月１１日以降、避難所にいわ

ゆる特設公衆電話を設置・運用し、被災者等に積極的に利用された。 

近年の携帯電話の普及とその機能の高度化等に伴い、常設の公衆電話の役割は従前

に比べて低下しているとの指摘もあるが、東日本大震災を契機として、その社会イン

フラとしての重要性が改めて認識されたといえる。 

東日本大震災を受けて平成２３年３月から総務省で開催された「大規模災害等緊急

事態における通信確保の在り方に関する検討会」（以下「通信確保の検討会」という。）

の中間とりまとめ（平成２３年７月２９日）においても、公衆電話が重要な役割を果

たしたこと等から、第一種公衆電話の設置・維持の在り方について検討を行うことの

必要性が指摘されている。 

これらを踏まえた総務大臣からの諮問を受け、情報通信審議会では、平成２３年１

０月から「災害等緊急時における有効な通信手段としての公衆電話の在り方」の検討

を行った。検討に当たっては、関係の電気通信事業者、消費者団体及び自治体からの

ヒアリング（電気通信事業政策部会・ユニバーサルサービス委員会の合同ヒアリング

（平成２３年１０月１７日）。以下「合同ヒアリング」という。）を行い、審議を深め

るとともに、被災エリアの自治体へのアンケート調査（平成２３年１０月に岩手県久

慈市、同県野田村、宮城県石巻市、同県仙台市、福島県葛尾村、同県国見町に対して

行った公衆電話に関するアンケート調査。以下「自治体へのアンケート調査」という。）

を行い、審議の参考とした。  



 

2 

 

第２節 検討の対象 

１ 検討の前提とする状況 

東日本大震災では、大規模な地震とともに、東北地方及び関東地方北部の太平洋

沿岸を中心に高い津波が発生し、東日本全域に甚大な被害が生じた1。 

通信インフラについては、主に被災エリアにおいて、通信ビル内の設備、ケーブ

ル、電柱、携帯電話基地局等が直接的に被災し、直接的な被災がなかったものにつ

いても長時間にわたる停電が生じ、バッテリーや自家発電機の燃料等が枯渇すると

いった状態となり、通信機能が停止した2。また、被災エリアやそれ以外の地域にお

いて、機能停止を免れ利用可能であった通信手段についても、利用者による通信需

要が集中し、大規模な輻輳状態が発生した。 

このような状況からみると、災害等緊急時において通信手段を確保するには、輻

輳に強いネットワークの実現、被災した通信設備の応急復旧対応、電源の安定的な

確保、被災地や避難場所等における通信手段の確保、ネットワークインフラの在り

方等といった幅広いテーマについて検討を要する。こうしたテーマについて、通信

確保の検討会等において広く検討が進められており、今後必要な対応が図られるこ

とが期待されている3。本検討は、東日本大震災において、通信ニーズが増加する中

で、機能停止を免れた公衆電話が通信手段として重要な役割を果たしたこと等を踏

まえ、災害等緊急時の状況における通信手段の一つである公衆電話がより有効に利

用されうるものとなるよう行ったものである。 

 

２ 検討の射程となる「災害等緊急時」 

我が国では、その周辺に北米プレート、太平洋プレート、フィリピン海プレート

                         
1 東北地方及び太平洋北部の太平洋沿岸の地域では地震と津波により壊滅的な被害が生じた。こ

れら以外の東北地方及び関東地方においても、地震の揺れ、それによる地割れ、液状化現象の

発生等により、広範な範囲で人的及び物的な被害が生じた。震源から離れた首都圏においては、

公共交通機関の運行停止等により、多くの帰宅困難者が発生した。警察庁によれば、平成２３

年１１月１１日現在で、死者１５，８３６人、行方不明３，６５０人、負傷者５，４９８人、

建造物の全壊は１２０，２０４戸、半壊は１８９，１６４戸とされており、東日本大震災復興

対策本部によれば、避難所生活者数最大で４５万人以上とされている。また、内閣府は、首都

圏の帰宅困難者を約５１５万人と推計している。 
2 ＮＴＴ東日本では、３８５ビルが機能停止し、沿岸部の架空ケーブルが２，７００ｋｍ流出・

損傷し、中継伝送路が９０ルート切断されるとともに、沿岸部の電柱が２．８万本流出・折損

し、アクセス回線では約１５０万回線が被災した。また携帯電話・ＰＨＳ基地局については、

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社、イ

ーアクセス株式会社及び株式会社ウィルコムで合計約２万９千局が機能停止した。 
3 東日本大震災では、通信インフラの被災、通信ネットワークの輻輳等、通信手段の確保に当た

って様々な問題が生じた。通信確保の検討会においては、通信手段に生じた状況を踏まえ、輻

輳に強いネットワークの実現、被災した通信設備の応急普及対応、電源の安定的な確保、ネッ

トワークインフラの在り方等の検討が進められているところである。 
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及びユーラシアプレートが存在し、それぞれが影響をしあうこと等により、地震が

多く発生するといわれ、東北地方太平洋沖地震の後の現在でも、首都直下型地震、

東海地震、東南海地震等大規模な地震の発生が懸念されている。また、我が国は、

台風の通り道ともなっており、毎年のように台風が上陸し、被害をもたらしている。

こうした地震や台風に止まらず、豪雨、豪雪、洪水、高潮、噴火等の自然現象や大

規模な火事等による災害4は、現在の社会において完全に回避できるものではない。

このような災害は、その発生事由である天災等の発生場所や規模等に応じ、国民の

生命・身体・財産、経済活動等に様々な程度の被害を生じさせる。 

そのため、公衆電話がより有効に利用されうるものとなるようにするための検討

は、こうした災害の種類や程度に応じて行うことが望ましい。 

しかしながら、災害の種類や程度の差に応じた違いはあると考えられるものの、

通信ニーズを増加させる一方、通信手段を制限し、機能停止を免れた公衆電話の利

用を増加させるといった東日本大震災時の状況は、今後発生するおそれのある他の

災害においても同様に生じうるものである。そのため、本検討は、主に東日本大震

災時の状況を踏まえて行うことで、こうした各種の災害等（以下「災害等緊急時」

という。）にも適切に対処できるようにすることを目指しているものである。 

 

３ 検討の対象とした公衆電話 

公衆電話は、公衆が対価を支払って用いることができるよう、路上、駅、公共施

設、店頭、建物内等に設置されている。かつてはＮＴＴ東日本及び西日本電信電話

株式会社（以下「ＮＴＴ西日本」という。）（以下総称して「ＮＴＴ東西」という。）

のほかにいわゆる長距離電話や国際電話を提供する電気通信事業者によっても設

置されていたが、現在はＮＴＴ東西により設置・提供されており、第一種公衆電話
5と第二種公衆電話6（以下「常設の公衆電話」という。）に区分される。このほか、

公衆が用いる電話としては、災害等緊急時に限り、ＮＴＴ東西が、避難所を中心に

設置するいわゆる特設公衆電話（以下「特設公衆電話」という。）がある。 

本検討においては、総務大臣による諮問の趣旨を踏まえ、災害等緊急時に公衆が

戸外における最低限の通信手段として用いることとなる常設の公衆電話及び特設

                         
4 国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するために定められている災害対策基本

法（昭和３６年法律第２２３号）によれば、災害とは「暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、

津波、噴火その他の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程

度においてこれらに類する政令で定める原因により生ずる被害をいう」とされている。 
5 電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２５号）第１４条第２号では、社会生活上の

安全及び戸外での最低限の通信手段を確保する観点から市街地においてはおおむね五百メート

ル四方に一台、それ以外の地域においてはおおむね一キロメートル四方に一台の基準により設

置される公衆電話機が第一種公衆電話機とされている。 
6 第二種公衆電話とは、ＮＴＴ東西が、公衆電話の需要の多く見込まれる場所に利用の実態に応

じて設置する公衆電話をいう。 
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公衆電話を公衆電話として、その対象とした。  
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第２章 災害等緊急時における通信手段としての公衆電話の在り方 

 

第１節 基本的な考え方 

 

１ 災害等緊急時における公衆電話の役割 

災害等緊急時に用いられる一般的な通信手段には、平時に用いられるものと変わ

らないものとして固定電話、常設の公衆電話、携帯電話・ＰＨＳ、衛星携帯電話、

固定ブロードバンド回線、無線ＬＡＮ等があり、災害等緊急時に特化して用いられ

るものとして特設公衆電話がある。利用者は、被災の状況やその置かれた環境によ

る制約の中で、これらの通信手段の中から利用可能な通信手段を用いて、リアルタ

イムの通話、災害伝言ダイヤル、携帯電話による災害伝言板、インターネット（メ

ール、ｗｅｂによる災害伝言板、ソーシャルメディアサービス等）等の通信を行う

こととなる。このように、災害等緊急時に用いられる通信手段及びそれにより行う

通信には多様なものがあり、公衆電話もこれらの通信手段の一つとして、東日本大

震災の際には、携帯電話、固定電話などと並び用いられたものと想定される7。 

公衆電話は、全数が災害時優先電話8であるためトラフィックが輻輳した際に行わ

れる通信規制時でもつながりやすいこと、局給電9がされるためその公衆電話が設置

されている区域が停電しても通信ビルが被災せずに自律的な電力供給が確保され

ている限りは利用可能であることといった特徴がある10。 

東日本大震災の際には、常設の公衆電話の通信回数は、地震発生直後から増大し、

３月１１日の対前日比では、岩手県、宮城県及び福島県で約６倍、首都圏で約１５

倍、東日本全域で約１０倍となった。総務省が平成２３年８月に委託して実施した

                         
7 総務省が平成２３年９月に委託して実施した東日本大震災発生後の通信状況に関するアンケー

ト調査（東日本大震災発生直後からおおむね３月１４日までの間に東京都、神奈川県、千葉県、

埼玉県、茨城県、青森県、岩手県、宮城県間又は福島県宛てに電話やメール等を利用して連絡

を取ろうとした全国の１６歳以上の男女１，６５０人を対象に、ｗｅｂアンケート調査により

実施。以下「通信状況に関するアンケート調査」という。）によれば、東日本大震災の発生後（平

成２３年３月１１日から３月１４日までの間）に最初に連絡がとれた通信手段について、携帯

電話は４５．７％、電子メール（携帯電話、ＰＨＳ等）は２８．７％、固定電話は１４．９％、

公衆電話は３．７％となっている。公衆電話の３．７％を発信地域別に見ると、関東地方４．

９％、東北地方５．２％、その他０．９％となっている。 
8 災害等の非常時に、発信呼に重要通信の識別信号を付すこと等により、通信規制の対象外とな

って、その発信呼が優先的に取り扱われる電話。 
9 電話局の加入者交換機から電話回線を通じ、電話機が動作するための電力を供給する機能。事

業用電気通信設備規則（昭和６０年郵政省令第３０号）第２７条において、アナログ電話用設

備に義務づけられている。この機能により、停電時でも通話を行うことが可能となる。 
10 自治体へのアンケート調査では、災害等優先電話及び局給電のメリットについて、それぞれ４

自治体から「メリットが活かされていた」との回答があった。 
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ユニバーサルサービスに関するアンケート調査（以下「ユニバーサルサービスのア

ンケート調査」という。）11をみても、もし災害に遭遇した場合常設の公衆電話（優

先電話機能）を利用したいとの回答が２年前と比較して５．５ポイント増えて、３

７．２％となっている、東日本大震災の際には、平時にあまり常設の公衆電話を利

用しない層もそれを利用すること等により、常設の公衆電話の利用が拡大したこと

が想定される121314。特設公衆電話についても、設置・運用されたものが、延べ１，

２０２箇所、３，９３０台に上り、積極的に活用されたものと想定される15。この

ような東日本大震災の際に公衆電話が有効な通信手段の一つとして機能している

状況からみると、災害等緊急時において、公衆電話は、固定電話や携帯電話が輻輳

状態にありそれらの利用が困難であるときや、利用者が避難所を含む自宅外におり

固定電話や携帯電話の利用が困難であるときに、特に通話手段としての有効性を発

揮するものと考えられる。このうち、固定電話や携帯電話が輻輳状態のときのニー

ズは地震発生直後から被災エリアと被災エリア以外の都市部を中心として生じ、利

用者が避難所を含む自宅外にあるときのニーズはそうした場合のほか中長期的に

被災エリアにおける避難所において生じるものと考えられる。 

以上のことから、公衆電話は、災害等緊急時における役割として、それが災害等

緊急時に用いられる通信手段の一つであることを踏まえつつ、災害発生直後からの

固定電話や携帯電話が輻輳状態のときのニーズや、中長期的に被災エリアにおける

避難所において生ずるニーズをより確実に満たすことを目指すことが求められる

ものであり、このことにより東日本大震災後のような状況を生み出しうる災害等緊

急時においても、公衆電話について適切な対処をすることが可能となるものと考え

られる。 

                         
11 全国の１５歳から７９歳までの男女２，０００人を対象に、ｗｅｂアンケート調査により実施。 
12 合同ヒアリングでは、東京消費者団体連絡センターから、東日本大地震の当日に通信手段を公

衆電話に頼らざるを得ないような状況、安否確認のほか宿泊の問合わせに公衆電話が役立った

ことなどの説明があった。 
13 通信状況に関するアンケート調査によれば、公衆電話は、東日本大震災の発生後（平成２３年

３月１１日から３月１４日までの間）に最初に連絡をとろうした通信手段としては１．６％で

あったが、最初に連絡がとれた通信手段としては３．７％となっている。最初に連絡をとろう

とした通信手段の１．６％を発信地域別に見ると、関東地方１．８％、東北地方２．４％、そ

の他０．５％となっている。 
14 自治体へのアンケート調査では、東日本大震災の際の常設の公衆電話の利用について「避難所

にある公衆電話が無料になったことから、携帯電話をもっていない高齢者を中心に利用されて

いた」（岩手県久慈市）、「震災直後、利用者が行列になるほど利用されていた」（宮城県石巻市）、

「携帯電話や一般回線よりつながりやすいことから、遠方の親戚等への安否確認に活用されて

いた」（福島県国見町、葛尾村）、「固定電話や携帯電話がつながり始める１４日以前において、

利用者が行列を作る光景が見られた」（宮城県仙台市）といった意見があった。 
15 自治体へのアンケート調査では、東日本大震災の際の特設の公衆電話の利用について「固定電

話、携帯電話ともに不通であったため、避難所などにおける住民の通信手段として積極的に利

用されていた」（岩手県野田村）、「避難所において、家族の安否確認等に利用されていた」（宮

城県石巻市）といった意見があった。 
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２ 常設の公衆電話の収支等からみた検討の方向性 

常設の公衆電話の利用回数及び利用時間は、次節で述べるように、携帯電話の普

及等に伴い、年々減少を続けている。 

ＮＴＴ東西では、常設の公衆電話について、低利用の第二種公衆電話の廃止16、

業務の効率化17の手段を講じているものの、その収支は毎年度約１００億円程度の

損失を計上している18。 

ユニバーサルサービスである第一種公衆電話19（市内通信・離島特例通信・緊急

通報）20の収支についても、毎年度約４０億円程度の損失を計上している。この損

失の一部については、ユニバーサルサービス制度21に基づき補填が行われている。

ユニバーサルサービス制度に基づく平成２４年度の補填額である約１１１億円の

のうち約４０億円が第一種公衆電話の相当分である22。この補填は、負担対象事業

者23、ひいては利用者が負担するものである。 

こうした状況から見て、災害等緊急時において公衆電話が有効に活用される方策

については、必要以上の負担の増加をもたらすことのないよう、できるだけ高い効

果をできるだけ少ない費用で実現することに留意し、一定の費用が生ずる場合には、

それにより高まる効用の程度、費用負担の在り方についても配意することが必要で

ある。 

  

                         
16 ＮＴＴ東西では、利用額が概ね４，０００円／月を下回る第二種公衆電話について、受託者の

同意を得て、撤去を進めている。 
17 例えば、公衆電話機の保守等に係る費用の削減、テレホンカードの作成及び販売に係る費用の

削減等の施策を講じている。 
18 常設の公衆電話の収支は、電気通信事業会計規則別表第二様式第１４の指定電気通信役務明細

表により明示されている。 
19 電気通信事業法施行規則第１４条第２号では、第一種公衆電話について、第一種公衆電話機に

よる音声伝送役務であって、市内通信、離島特例通信及び緊急通報であるものがユニバーサル

サービスとされている。 
20 このほか、加入電話（基本料・離島特例通信・緊急通報）がユニバーサルサービスとされてい

る。 
21 ユニバーサルサービスの提供を確保するために、所要の費用をＮＴＴ東西以外の電気通信事業

者を含めて負担する制度。 
22 合算番号単価の５円に占める公衆電話の相当分を試算すると、約２円となる。 
23 適格電気通信事業者（ユニバーサルサービスを提供する電気通信事業者であって電気通信事業

法第１０８条第１項の基準に適合すると認められたもの）によるユニバーサルサービスの提供

により生じた損失の一部に充てるための交付金の交付等に要する費用を負担する電気通信事業

者。 
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第２節 常設の公衆電話に関する取組 

 

災害等緊急時において公衆電話が有効に活用されるには、通話のニーズが生じた時

に速やかに公衆電話を利用できること、すなわち一定程度の台数の常設の公衆電話が

設置されていることが必要となる。 

 

（１）常設の公衆電話の現状 

平成２２年度末現在、常設の公衆電話は、ＮＴＴ東西合わせて２５．３万台24が

設置されている。１０年前の平成１２年度末には、合計で７０．７万台25が設置さ

れていたため、１０年間で４５．４万台（６４％）が減少している26。通信回数も

減少を続けており、常設の公衆電話からの発信回数（市内通信・県内市外通信）は、

平成２２年度末現在で２．２億回となり、１０年前の平成１２年度末の１９．３億

回と比較して１７．１億回（８９％）が減少している。１台当たり１年間の通信回

数にすると、平成２２年度は８．６百回となるが、これは１０年前の平成１２年度

の２７．２百回と比較して６８％減少したこととなる。 

 

（２）常設の公衆電話の台数の在り方 

常設の公衆電話の台数が減少している中で、第一種公衆電話（市内通信・離島特

例通信・緊急通報）はユニバーサルサービスとして１０．９万台が維持されている

が、ユニバーサルサービスに係る過去の検討においては、近年の携帯電話の普及と

その機能の高度化等を踏まえ、「戸外での通話手段が移動電話に移行し日常におけ

る利用が大幅に減少しつつあり、加えて慢性的赤字事業であることを考慮すると、

現在基金による補填の対象とされている第一種公衆電話機の設置基準をより緩や

かにすべき」27、「屋外での代替通信手段が拡大したことを踏まえ、必要性を再検討

すべき」28などの意見が見られる。 

しかしながら、東日本大震災の際には地震発生直後から常設の公衆電話の通信回

数が大きな伸びをみせたことなど、公衆電話は、前述のとおり災害等緊急時におい

て有効な通信手段であることが改めて確認され、今後も災害等緊急時にはこれまで

以上の役割を果たすことが期待される。また、ユニバーサルサービスのアンケート

調査によれば生活圏における常設の公衆電話の設置台数について「少なすぎる」と

                         
24 第一種公衆電話が１０．９万台、第二種公衆電話が１４．４万台。 
25 第一種公衆電話が１０．９万台、第二種公衆電話が５９．９万台。 
26 第一種公衆電話は、ユニバーサルサービスとして１０．９万台を維持しているため、減少分の

４５．４万台は第二種公衆電話の減少分。 
27 「ユニバーサルサービス基金制度の在り方」（平成１７年１０月２５日情報通信審議会答申）。 
28 「ユニバーサルサービス制度の在り方について」（平成２０年１２月１６日情報通信審議会答申）。 
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の意見が多い29などの結果となっている。 

他方、維持すべき第一種公衆電話の台数を拡充する場合には、 

・ 第一種公衆電話を新設して対応する場合には、初期投資として相当程度の金額

が必要となる30ほか、ユニバーサルサービス制度に基づく補填額が新設した分増

額となること 

・ 第二種公衆電話のうち一定数を第一種公衆電話に指定替えして対応する場合に

は、初期投資は要さないものの、ユニバーサルサービス制度に基づく補填額が指

定替えした分増額となること31、 

となるが、平時における常設の公衆電話の利用状況から見れば、こうした負担をか

けてまで維持すべき台数の拡充を行う必要はないものと考えられる。 

以上のことから、第一種公衆電話の台数は、災害等緊急時における役割を含め、

「戸外における最低限の通信手段」としてのレベルを引き下げることとならないよ

う、現在の台数（１０．９万台）を維持するべきである。 

なお、第一種公衆電話の台数を拡充しないとしても、災害等緊急時における公衆

電話に対するニーズは、既述のとおり、主に災害発生直後から被災エリアと被災エ

リア以外の都市部及び被災エリアの避難所において生ずるものと考えられるとこ

ろ、これらについては、後述する特設公衆電話によって対応できる部分も見込まれ

る。 

                         
29 過去１年間の常設の公衆電話の利用頻度について、「利用したことがない」が全体の５１％、

その理由は「携帯電話をいつも持ち歩いているため」が全体の７８．９％に、生活圏における

公衆電話の設置台数の適切性について、「少なすぎる」が４０．４％、「分からない・関心がな

い」が２９．７％、「適切である」が２３．６％に、今後の常設の公衆電話の設置台数について、

「できる限り減らさない方がよい」が４４．４％、「減らしても構わない」が１８．２％、「も

っと増やした方がよい」が１３．７％になっている。 
30 ＮＴＴ東西によれば屋外のボックス型の公衆電話の設置のための設備投資額は１台当たり数

十万円必要とされているため、例えば１万台を新設する場合には初期投資に数十億円を要する

ものと想定される。 
31 平成２４年度の補填額からみると、例えば１万台を指定替えする場合は、補填額が約３．７億

円増えることとなる。その場合、合算番号単価の算定に約０．１５円の影響を及ぼすものと考

えられる。 
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第３節 特設公衆電話に関する取組 

 

特設公衆電話とは、ＮＴＴ東西が、災害等緊急時に避難所等において公衆の通話ニ

ーズに対応するため設置する電話であり、通話料を無料にして提供されている。 

特設公衆電話には、災害等が発生した後に自治体が設置する避難所等に設置して用

いるもの（事後設置）と、平時に避難所として指定されている場所等に予め加入者回

線を設置しておき、災害等が発生した後に避難所の管理者等がその加入者回線に電話

機を接続して通話の用に供されるもの（事前配備）がある。ＮＴＴ東日本では、東日

本大震災を受け、特設公衆電話（事前配備）について、避難所に設置するもののほか、

平成２３年９月以降、帰宅困難者の利用を想定し、東京２３区内において一部のコン

ビニエンスストアへの設置を進めている32。 

 

１ 特設公衆電話（事後設置）の在り方 

特設公衆電話（事後設置）は、災害等緊急時に常設の公衆電話に期待される被災

エリアの避難所等における通話のニーズを充足させるものであり、東日本大震災の

際に、ＮＴＴ東日本の業務区域内の１都１道１４県の避難所を中心として設置され

た特設公衆電話は、その大部分が事後設置のものである。また、平成２３年９月の

台風１２号による災害の際には、ＮＴＴ西日本の業務区域内の３県の避難所を中心

として、延べ３３箇所、１４７台が設置された。 

特設公衆電話（事後設置）の設置費用は、ＮＴＴ東西によれば加入者回線１回線

当たり約２７，０００円であり33、ＮＴＴ東西が負担している。維持管理費用は、

平時には要さない。そのため、常設の公衆電話に比べて極めて低廉な費用で運用で

きる。 

以上のことから、特設公衆電話（事後設置）については、災害等により避難所が

開設された場合において速やかな対応を行うなど、これまでと同様に、ＮＴＴ東西

により取組が進められることが期待される。 

 

２ 特設公衆電話（事前配備）の在り方 

特設公衆電話（事前配備）は、避難所に設置されているものは、特設公衆電話（事

後設置）と同様に災害等緊急時に常設の公衆電話に期待される被災エリアの避難所

における通話のニーズを充足させるものであり、東日本大震災の発生前の集計によ

れば、特設公衆電話（事前配備）は、１都７県の避難所において３，０５６箇所、

                         
32 ＮＴＴ東日本によれば、平成２３年９月以降東京２３区のセブンイレブンの全店舗に事前配備

することを予定している。 
33 このうち回線工事費は１箇所３回線程度までは同一の費用で対応可能である。 
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１０，２７２回線が設置されている。また、都市部のコンビニエンスストアに設置

するものは、帰宅困難者の通話ニーズに合致するものであり、前述のとおり、平成

２３年１０月より、ＮＴＴ東日本で一部のコンビニエンスストアと連携した取組が

開始されている。 

特設公衆電話（事前配備）の設置費用は、ＮＴＴ東西によれば、特設公衆電話（事

後設置）と同様に加入者回線１回線当たり約２７，０００円であり、ＮＴＴ東西が

負担している。加入者回線の設置に当たって施設内に新たに端子盤や配管34等を設

置する場合の工事の費用は、施設の管理者の負担となる。また、加入者回線の維持

管理費用は、１回線当たり約１，５００円／月程度と考えることができる35。その

ため、常設の公衆電話に比べて極めて低廉な費用で運用できる。加えて、特設公衆

電話（事前配備）は、予め設置している加入者回線に電話機を接続すれば運用可能

となることから、災害等が発生した後に設置工事を行う特設公衆電話（事後設置）

と比べて、速やかに運用を開始できるとの利点もある。 

ＮＴＴ東西では、合同ヒアリングにおいて、今後もこうした特設公衆電話（事前

配備）の設置に努めていく考えであると説明している。 

以上のことから、特設公衆電話（事前配備）についても、自治体等と連携しつつ、

ＮＴＴ東西により避難所等や帰宅困難者のニーズを充足させるために効果的な場

所への配備を進めるための取組が進められることが期待される36。 

その際には、 

・ 現時点ですべての避難所37に設置することが現実的ではないことを踏まえ、Ｎ

ＴＴ東西において、例えば、基本的に避難所に指定されている学校や公民館等の

公共施設を対象として、取組を進めること、 

・ 施設の管理者等において、その設置に当たって必要となる設置工事の立会い、

端子盤や配管を設置する工事の費用負担、災害等緊急時の速やかな対応等に協力

すること、 

により、一層の設置の進展や迅速な運用の開始につながるものと考えられる。 

また、ＮＴＴ東西は、都市部における帰宅困難者の利用を想定した取組について

も、取組を開始している一部のコンビニエンスストアのほか、例えば、帰宅困難者

の滞留する主要ターミナルやイベントホール等についても、施設の管理者等と連携

しつつ、一層の促進をすることが望まれる。  

                         
34 「配管」とは、特設公衆電話（事前配備）を設置する建物内に回線を敷設するための配管をい

う。 
35 メタル回線の維持費として約１，２００円、回線管理運営費として約５０円、加算料として約

２５０円。 
36 自治体へのアンケート調査では、特設公衆電話（事前配備）を行っていない自治体は、いずれ

も「特設公衆電話（事前配備）を知らない」と回答している。 
37 例えば、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１

１２号）に基づく避難施設は全国で約９万施設ある。 
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第４節 公衆電話の利用に関する利便性の向上のための取組 

 

災害等緊急時において公衆電話が有効に活用されるには、一定数の公衆電話が設置

されることに加え、その利用に当たっての利便性を向上させる取組が必要である。 

 

１ 公衆電話の設置場所の情報の提供 

ＮＴＴ東西は、常設の公衆電話の設置場所について、地域住民が生活圏の中で認

識することで大きな支障は生じない等の理由から、一部の支店においては公開して

いるものの38、一般的には公開していない。 

しかしながら、常設の公衆電話の設置場所を公開することは、平時の利用者の利

便性向上や公衆電話の利用促進につながるほか、東日本大震災を契機として、公衆

電話の社会インフラとしての重要性が再認識されたことを踏まえると、利用者や自

治体が予め災害等緊急時に備えることに資するものである39。 

そのため、ＮＴＴ東西は、常設の公衆電話の設置場所について、早期にウェブペ

ージ等を活用して広く公開するべきである。 

公開に当たっては、利用者の利便性に配慮し、その利用に混乱が生じることのな

いよう、 

・ 設置場所の住所の一覧といった形式ではなく場所を表示した地図の形式にする

こと、 

・ 常設の公衆電話の廃止による利用者の混乱等を避けるため定期的な更新を行う

こと、 

・ 夜間に立ち入ることができない場所に設置されているなど終日利用できない常

設の公衆電話とそれ以外の常設の公衆電話を明らかにすること、 

といった工夫をすることが必要である。 

自治体では、住民等への災害等緊急時に備えた情報提供のため、防災マップを作

成・配布したり、ウェブページに防災情報を掲載したりという取組をしているとこ

ろがある。そのような自治体の作成する防災マップやウェブページの防災情報等に

常設の公衆電話の設置場所を掲載することは、住民が災害等緊急時に備える等の目

的に資するものである40。そのため、ＮＴＴ東西において、自治体等の公的機関か

                         
38 ＮＴＴ東日本千葉支店では、東日本大震災以降、ウェブページで、市町村ごとの常設の公衆電

話の設置場所の住所を一覧表により公開している。 
39  ユニバーサルサービスのアンケート調査においても、９０．５％が、「公表すべき」「どちら

かといえば公表すべき」との回答となっている。 
40 合同ヒアリングでは、三鷹市役所から、東京都三鷹市が作成している配布用の防災マップはＢ

２程度の大きさであるため公衆電話の設置場所を掲載することは難しいが、三鷹市が作成して

いる防災のためのウェブページ上の地図であれば検討の対象となる旨の説明があった。他方、

審議の場では、避難所ごとに細分された詳細な地図を発行している市があることも紹介された。
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らの要望があれば、積極的に常設の公衆電話の設置場所に関する情報について、そ

の利用に資するような形で提供することが望ましい。 

また、特設公衆電話（事前配備）の設置場所についても、ＮＴＴ東西は、一部の

支店においては公開しているものの41、一般的には公開していない。しかしながら、

災害等緊急時を想定して住民が適切にその備えを行えるようにするには、特設公衆

電話（事前配備）の設置場所を広く公開することが望ましい。そのため、ＮＴＴ東

西においては、配備している自治体側に支障が生じないのであれば、特設公衆電話

（事前配備）の設置場所についても、ウェブページ等において公開することが望ま

れる。 

 

２ 利用者への周知等 

公衆電話は、既述のような災害時優先電話であることや局給電がなされるといっ

たことに加え、災害等緊急時において通話料が無料化されることがあるとの特徴が

ある。しかしながら、既述のアンケート調査によれば利用者は必ずしも災害時優先

電話の役割を十分に把握しておらず42、局給電がなされることや、通話料が無料化

されたときの利用方法43の認知が進んでいないとの指摘がある44。 

また、常設の公衆電話から発信される通話の発信者番号は、電話番号が通知され

るのではなく、「公衆電話」として通知されるため、着信側で「公衆電話」の着信

を拒否している場合には、常設の公衆電話からの通話は着信できないこととなる。

災害等緊急時に常設の公衆電話からの通話を着信する可能性がある利用者は、「公

衆電話」の着信の拒否を解除する必要があるが、これについての認知も進んでいる

とは言い難い45。 

加えて、携帯電話の普及が進んだ現在では、公衆電話の使用方法自体を認知して

いない者もあるとの指摘もある。 

                                                                             
こうした事情は、自治体ごとに異なるものと想定される。 

41 ＮＴＴ西日本静岡支店では、ウェブページで、市町村ごとの特設公衆電話（事前配備）の設置

場所の名称を一覧表により公開している。 
42 ユニバーサルサービスのアンケート調査においても、災害時に公衆電話の優先電話機能を使え

ることについて、「実際に使った」「使い方（機能）を知っている」との回答は、１８．６％だ

った。 
43 常設の公衆電話について、通話料が無料化されているときは、デジタル公衆電話の場合には、

硬貨やカードは不要で、受話器を上げればそのまま使用可能であり、アナログ公衆電話の場合

には、硬貨やカードを入れた上で使用し、使用後に返却される。 
44 自治体へのアンケート調査では、「停電時でも使用できるということを知らない人が多いと感

じた。災害が発生すると、その利用についてのアナウンスもできないので、事前に周知してお

く必要がある。」（岩手県久慈市）、といった意見があった。 
45 この点については、通信確保の検討会第４回会合（平成２３年６月３０日）の「利用者視点を

踏まえたＩＣＴサービスに係る諸問題に関する研究会」の「電気通信サービス利用者ＷＧ」か

らの報告においても明らかにされている。 
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こうした状況は、災害等緊急時における公衆電話の有効な活用の妨げとなるのみ

ならず、その利用に支障を及ぼすことにもつながりかねない。 

そのため、ＮＴＴ東西においては、災害等緊急時における公衆電話の利用方法に

ついてウェブページ等を活用して、災害等緊急時において通話料が無料化されたと

きの利用方法などの必要な事項を周知する取組を行うべきである。また、ユニバー

サルサービス制度の支援業務機関である（社）電気通信事業者協会や総務省におい

ては、こうした事項をユニバーサルサービス制度の周知の際に併せて周知するとい

った取組を行うべきである。 

 

３ 特設公衆電話の発信者番号の在り方 

特設公衆電話は、通常の加入者回線の設備を用いるものである一方、その電話に

着信することを回避するため、特設公衆電話から発信される通話の発信者番号は

「非通知」とされている。そのため、着信側で「非通知」の着信を拒否している場

合には、特設公衆電話から発信される通話は着信できないこととなる。 

これについても、既述の常設の公衆電話と同様、「非通知」の着信の拒否を解除す

る必要性を周知することにより、公衆電話の利用に支障を及ばさないようにする必

要があるが、着信者側からみると、「非通知」の着信の拒否を解除することにより、

意図しない他の「非通知」の着信を許容することとなるため、より根本的な解決が

望まれる。 

具体的には、ＮＴＴ東西において、例えば、特設公衆電話から発信する場合には、

相手先に発信される発信者番号としてその電話番号を通知しながらも、その通知さ

れた電話番号を見て特設公衆電話へ発信がされた場合には、その発信呼を特設公衆

電話に着信させずに、発信者に対し「この番号は着信の取扱いはできない」旨のガ

イダンスを流す方法等の対応策を講ずることが適当である。これにより、着信側で

「非通知」の着信を拒否している場合でも特設公衆電話から発信される通話が着信

でき、かつ、特設公衆電話に着信されない仕組みが実現する。 

 

４ 常設の公衆電話の機能の高度化 

現在、常設の公衆電話は、音声通話を全てのもので、データ通信を一部のもので

取り扱っている46。こうした常設の公衆電話の機能を利用者のニーズに対応して高

度化することができれば、平時における利用の増加が見込まれ、経常的に損失を計

上している収支が改善し、災害等緊急時における常設の公衆電話の有効活用にもつ

ながることとなるという意見が示された。 

具体的には、常設の公衆電話の設置場所に無線ＬＡＮの基地局を設置し、常設の

                         
46 データ通信はグレーの公衆電話機で取り扱っており、デジタル又はアナログのデータ通信を行

うことができる。 
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公衆電話のメタル回線にＡＤＳＬ信号を重畳させることにより、常設の公衆電話の

設置場所の周辺で無線ＬＡＮアクセスサービスを提供することが考えられる。 

これについて、合同ヒアリングの終了後に、ＮＴＴ東西47、ＫＤＤＩ株式会社48及

びソフトバンクＢＢ株式会社・ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバ

イル株式会社49に必要な費用、課題等について見解を聴いたところであるが、その

実現可能性は必ずしも明らかにはならなかった。 

一方で、現時点で、公衆無線ＬＡＮサービスは、既に多くの電気通信事業者によ

り提供されているなど50、国内においてファーストフード店、駅構内等を始めとし

て様々な場所に既に多くの公衆無線ＬＡＮ基地局が設置されている。また、東日本

大震災の際には、ＮＴＴ東日本は、特設公衆電話のほかに、２９９箇所においてフ

レッツ光等を用いてＷｉＦｉによりインターネット接続環境を無料で提供し51、２

０４箇所において自社の公衆無線ＬＡＮサービスであるフレッツ・スポットを無料

で提供するとの取組を行っている。 

このように、競争環境の中で多くの電気通信事業者が公衆無線ＬＡＮサービスを

提供している等の中では、その展開において常設の公衆電話を活用することにより、

その利用の増加、効用の拡大、収支の改善等が見込まれるかは明らかではない。 

平時から多くの電気通信事業者等が公衆無線ＬＡＮサービスを提供している状況

を踏まえれば、今後は、こうした電気通信事業者等の取組を見守ることが適当であ

る。  

                         
47 ＮＴＴ東西からは、「常設の公衆電話に無線ＬＡＮ機器を取り付けることについては、無線Ｌ

ＡＮ機器は屋内設置を前提としているため故障の可能性が高い、常設の公衆電話の約４割を占

めるＩＳＤＮ回線ではＡＤＳＬの重畳利用ができない、大半の常設の公衆電話機では課金信号

とＡＤＳＬ信号が干渉するおそれがある、常設の公衆電話の設置場所の所有者の許可が必要で

ある、盗難のおそれがある等の課題がある。常設の公衆電話に無線ＬＡＮ機器を取り付ける費

用については、不明であるものの、無線ＬＡＮ機器を取り付ける課題を解決するには大幅な費

用の増加が考えられる。」との回答があった。 
48 ＫＤＤＩからは「公衆電話の提供を行っていないため実現可能性についてはお答えできません

が、常設の公衆電話に無線ＬＡＮ機器を取り付ける費用については、無線ＬＡＮルータ等の機

器、設置に係る工事費等、取付場所や取り停電時の電源の確保等が必要」との回答があった。 
49 ソフトバンクからは「常設の公衆電話に無線ＬＡＮ機器を取り付ける費用の無線ＬＡＮルータ

の機器代は、簡易なものでれば１箇所１万円前後、その他は既存設備等を流用することで対応

可能と見込まれる。取付方法、盗難防止策等の課題については対応策を採ることが十分可能で

あり、技術面、コスト面からも実現可能性はある。」との回答があった。 
50 例えば、ＮＴＴ東西はフレッツ・スポットとしてフレッツ光等の契約者については月額２１０

円（ＮＴＴ東日本）又は月額８４０円（ＮＴＴ西日本）で、ＫＤＤＩ株式会社はａｕ Ｗｉ－

Ｆｉ ＳＰＯＴとしてａｕのスマートフォン向けに無料で、ソフトバンクモバイル株式会社は

ソフトバンクＷｉ－Ｆｉスポットとしてソフトバンクモバイルの携帯電話向けに月額４２０円

でサービスを提供している。また、自治体についてみると、公共施設内で公衆無線ＬＡＮの基

地局を開放している事例もある。 
51 無料で提供したインターネット接続環境の総箇所数は４５０箇所。 
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第３章 災害等緊急時における通信手段としての公衆電話の在り方を踏

まえたユニバーサルサービス制度の在り方 
 

第１節 基本的な考え方 

 

（１）ユニバーサルサービス制度の概要 

ユニバーサルサービスは、国民生活に不可欠なサービスであるという特性

（essentiality）、誰もが利用可能な料金で利用できるという特性（affordability）、

地域間格差なくどこでも利用可能であるという特性（availability）を基本的要件

とし、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第７条において、基礎的電気通

信役務として、「国民生活に不可欠であるためあまねく日本全国における提供が確

保されるべき」電気通信役務と規定されている。 

ユニバーサルサービスは、ＮＴＴ３社（日本電信電話株式会社及びＮＴＴ東西）

の責務としてその提供を確保するとされているが、地域通信市場、とりわけ都市部

等の採算地域において競争の進展が見込まれる中、ＮＴＴ東西の費用負担だけでは、

その提供を維持することが困難となると見込まれたことを踏まえ、その提供を確保

するために、平成１４年に、所要の費用をＮＴＴ東西以外の電気通信事業者を含め

て負担するユニバーサルサービス制度が創設され52、その提供を維持することとさ

れた。 

現在、電気通信事業法施行規則第１４条で、加入電話（基本料・離島特例通信・

緊急通報）、第一種公衆電話（市内通信・離島特例通信・緊急通報）がユニバーサ

ルサービスと規定されている。第一種公衆電話（市内通信・離島特例通信・緊急通

報）は、「社会生活上の安全及び戸外における最低限の通信手段を確保する観点か

ら、全国において一定数の公衆電話機が設置される必要があり、また、当該一定数

の公衆電話機は不採算であっても維持する必要があるとの考え方」により53、災害

時優先電話であることも考慮し、「社会生活上の安全及び戸外における最低限の通

信手段」として意義あるものとされ54、ユニバーサルサービスとされているもので

ある。 

 

（２）基本的な考え方 

このように、ユニバーサルサービスとは、平時・災害等緊急時を意識することな

                         
52  電気通信事業法等の一部を改正する法律（平成１３年法律第６２号）により制度化された。

同法は平成１４年に施行され、ユニバーサルサービス制度については平成１９年度から負担金

の徴収及び交付金の交付が開始された。 
53 「ユニバーサルサービス基金制度の在り方」（平成１７年１０月情報通信審議会答申）。 
54 「ユニバーサルサービス制度の在り方について」（平成２０年１２月情報通信審議会答申）。 
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く国民生活に不可欠なサービスであることを前提とした仕組みとなっている。ユニ

バーサルサービスの具体的範囲は、こうした制度の趣旨に沿って、その範囲の設定

如何により新たな負担が生じうるものであることも踏まえ、その普及率、利用動向、

国民利用者のニーズ、費用負担の在り方等、様々な観点から定められているもので

ある。 

現にユニバーサルサービスとなっている第一種公衆電話（市内通信・離島特例通

信・緊急通報）は、平時・災害等緊急時の利用を前提として設置されているもので

あることから、災害等緊急時において第一種公衆電話により提供される電気通信役

務は当然にユニバーサルサービスとなり、それに要する所要の費用はユニバーサル

サービス制度による補填の対象となるものである。しかしながら、災害等緊急時の

みに着目した措置により提供される電気通信役務については、現在のユニバーサル

サービスが平時か災害等緊急時かを意識するものとなっていないことや、ユニバー

サルサービスの具体的範囲を定めるに当たって考慮すべき様々な観点に照らすと、

それをユニバーサルサービスとすることは慎重に対応すべきである点に留意する

必要がある。 

また、災害等緊急時における通信手段には、公衆電話のみならず、加入電話、携

帯電話、衛星携帯電話等があり、これらの通信手段を用いて行う通信には、通話の

みではなく、災害伝言ダイヤル、携帯電話による災害伝言板等の基盤を用いるもの

がある中で、利用者はその置かれた状況を踏まえ適切なものを選択するものと考え

られる。このため、災害等緊急時のみに着目してユニバーサルサービスの範囲を検

討するとしても、災害等緊急時のみに着目した公衆電話に関する措置が直ちにユニ

バーサルサービスの対象となるとは限らないことにも留意することが必要である。 
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第２節 公衆電話の通話料等の扱い 

 

１ 公衆電話の通話料の無料化に係る損失の取扱い 

 

（１）東日本大震災におけるＮＴＴ東日本の公衆電話からの通話料の取扱い 

ＮＴＴ東西は、阪神淡路大震災の際に常設の公衆電話の利用の増加に伴って硬貨

収納箱が満杯となり硬貨が使えなくなる等その利用に支障を来したことを踏まえ、

災害等緊急時には必要に応じて常設の公衆電話の通話料を無料にすることとして

おり、東日本大震災の際は、ＮＴＴ東日本はその業務区域の全域で常設の公衆電話

の通話料の無料化の措置を講じた。また、ＮＴＴ東西は、特設公衆電話からの通話

の通話料を無料としており、東日本大震災の際も、ＮＴＴ東日本は特設公衆電話に

ついて同様の措置を講じた。 

これらの措置により、ＮＴＴ東日本は、平成２２年度合計で、公衆電話からの通

話について、ＮＴＴ東日本が提供する市内通信・離島特例通信・県内市外通信で数

億円相当分を無料とし、他の電気通信事業者が料金設定している通信で十数億円相

当分55を負担している。 

このうち、ユニバーサルサービス相当分（第一種公衆電話からの市内通信・離島

特例通信）は、平成２２年度の第一種公衆電話の収入の減少となって現れるところ、

ユニバーサルサービス制度においては公衆電話の補填額の算出に収入費用方式を

用いていることから、これはユニバーサルサービス制度の補填額に含まれることと

なる。 

 

（２）公衆電話の通話料の無料化に係る損失の取扱いの在り方 

こうしたことを踏まえ、公衆電話の通話料の無料化に伴う負担額のうち、ユニバ

ーサルサービスに相当しない部分（第一種公衆電話からの市内通信・離島特例通

信・緊急通報以外の通信、第二種公衆電話からの通信、特設公衆電話からの通信）

に係る分について、ユニバーサルサービス制度の補填の対象とすることが考えられ

るのではないかとの指摘がある。 

しかしながら、東日本大震災の際には、ＮＴＴ東日本による公衆電話の通話料の

無料化の取組のほか、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、ソ

フトバンクモバイル株式会社等においても56、自治体に対し、通話料を無料にして、

その携帯端末や衛星携帯端末を提供し、一部は避難所においても活用されているこ

                         
55 他の電気通信事業者はＮＴＴ東日本の接続料を負担している。 
56 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモは携帯電話約２，１００台、衛星携帯電話約９００台等を、

ＫＤＤＩ株式会社は携帯電話約１，２９０台、衛星携帯電話約４８台を、ソフトバンクテレコ

ム株式会社は携帯電話約１１，０００台を、自治体等に無料で貸し出した。 
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とから、こうした類似の取組との関連を考慮することが必要である。また、ＮＴＴ

東日本をはじめとする東日本大震災に伴う通話料の無料化の取組は、各社が各々の

判断によって講じたものであり、統一化された方針に基づくものではなく、無料化

した基準、無料化した役務や対象地域、無料化した期間等は、それぞれ異なってい

るものと考えられる。 

このため、ＮＴＴ東西の公衆電話の通話料を無料にする措置について、直ちにユ

ニバーサルサービス制度の補填の対象とすることは適当ではなく57、まずは、この

ような取組に関し、災害等緊急時において各事業者が災害等緊急時に無料化した通

話料に係る費用負担の在り方について、関係の電気通信事業者間で協議を進めるこ

とが必要と考えられる。 

 

 

２ 第一種公衆電話の県内市外通信の取扱い 

 

（１）現状 

第一種公衆電話は、平成１１年度に公衆電話から発信される通話のうち市内通信

が約７割58を占めるという状況を踏まえ、市内通信・離島特例通信・緊急通報がユ

ニバーサルサービスとされ、ユニバーサルサービス制度によりその費用の一部が補

填の対象とされている一方、県内市外通信はユニバーサルサービスとはされていな

い。 

 

（２）県内市外通信の取扱いの在り方 

第一種公衆電話の県内市外通信がユニバーサルサービスとされていないことに対

し、合同ヒアリングにおいて、ＮＴＴ東西は「災害時の通信手段の確保という観点

で第一種公衆電話を拡充する場合には、補填の対象が第一種公衆電話の市内通信等

に限定されていること、第一種公衆電話の収支は補填を受けても赤字であること、

災害発生時には平時と比べて県内市外通信のウエイトが高くなる傾向にあること

から、補填の対象を県内市外通信にも拡大する等の見直しが必要」との意見を述べ

ている。 

ＮＴＴ東西は第一種公衆電話（県内市外通信）の収支を算出していない等のため、

それをユニバーサルサービス制度の補填の対象とした場合の影響は明確ではない

が、ＮＴＴ東西の試算によれば平成２２年度で約９億円の損失が生じているとして

いる。その場合に同程度の補填金の引上げを要するとすれば、平成２４年度の公衆

                         
57 無料化の措置により、常設の公衆電話の利用についてモラルハザードが生じ、必要以上の利用

がなされるおそれがあるとの意見もあった。 
58 「ＩＴ革命を推進するための電気通信事業における競争政策の在り方についての第二次答申」

（平成１４年２月１３日情報通信審議会答申）による。 
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電話の補填額は、約４０億円から約４９億円となり、２２．５％程度増えることと

なる59。 

平成１１年度以降の公衆電話から発信される通話のうちの市内通信の割合は把握

できていないが、平成１１年度当時の市内通信と県内市外通信の通信回数の構成比

（８２％と１８％）は、平成２２年度現在でも変わっていない（８６％と１４％）

ことなどからすれば、ユニバーサルサービス制度の補填の対象を拡大する事情変更

は生じているとは言い難く、第一種公衆電話の県内市外通信の損失をユニバーサル

サービス制度による補填の対象とすることは必ずしも適当でない。 

 

 

  

                         
59 補填金が約９億円増えるとすれば、合算番号単価は約０．４円増えるものと考えられる。 
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第３節 特設公衆電話の扱い 

 

（１）現状 

特設公衆電話は、ユニバーサルサービスではなく、ＮＴＴ東西が自主的に取組を

行っているものである。これまでは、特設公衆電話（事後設置）については、ＮＴ

Ｔ東西が設置費用、維持管理の費用及び電話機の費用を負担し、特設公衆電話（事

前配備）については、ＮＴＴ東西が通信ビルから保安器までの設置費用、維持管理

の費用及び電話機の費用を、施設管理者が端子盤・配管の設置工事の費用を負担し

ている。 

 

（２）特設公衆電話の費用の取扱いの在り方 

特設公衆電話は、第一種公衆電話に期待される災害等緊急時における通話ニーズ

にも対応するものであること等から、それについて、ユニバーサルサービスの対象

とし、一定の設置を求めるとともに、その費用の一部を補填するとの考え方ができ

るのではないかとの意見がある60。 

しかしながら、特設公衆電話（事前配備）は、ＮＴＴ東西が自主的に取組を行う

こととしているものの、その取組はまだその緒についたばかりである。また、費用

負担の在り方については、ユニバーサルサービス制度の枠組みを活用するとの考え

方以外にも、国等による災害対策費用として負担するべきであるという考え方、企

業が社会的責任として負担するべきであるとの考え方など、様々な考え方が示され

ている。 

こうしたことなどから、まずはこれまでどおりＮＴＴ東西における自主的な取組

として進めることが適当であり、今後、必要に応じて、その状況を確認しつつ、改

めて検討をすることが適当であると考えられる。 

  

                         
60 合同ヒアリング後の質問に対する東京都三鷹市の回答及び自治体へのアンケート調査の仙台

市の回答。 
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第４章 おわりに 

災害等緊急時において多様な通信手段を確保するためには、公衆電話を含むそれぞ

れの通信手段について、一定の措置を講ずることにより、効用が向上することは論を

待たないが、何らかの措置を講ずるには相応の費用負担が生じることは不可避である。

ユニバーサルサービスの概念を用いて災害等緊急時の通信手段の確保を最大限に希求

すれば、災害等緊急時であるからこその不可欠なサービスを定義し、その確保のため

に必要な費用を電気通信事業者間で負担し合うといった新たな制度の可能性も否定し

えないが、検討においては、多様な通信手段の一つである公衆電話について、現行の

制度やネットワークを前提として、必要以上の負担の増加をもたらすことのないよう、

その費用負担の在り方等について留意しつつ、報告書を取りまとめた。 

我が国は、地理的、地勢的にみて、地震、台風、噴火等による災害が多いといわれ

ており、ほぼ毎年、災害が発生し、国民生活に著しい影響を与えている。本検討のテ

ーマである災害等緊急時における公衆電話の在り方は、大規模な災害から、直接的に

生命や身体の保護につながるものとはいえないかもしれないが、こうした災害から生

命、身体及び財産を保護し、その影響を最小限とするためには、普段から行うことが

できる対策を一つ一つ積み重ね、それに備えておくことが重要である。今後、本報告

書を踏まえて、関係各方面により、公衆電話について、必要な取組がなされ、災害等

緊急事態の発生に備えることに少しでも寄与することを期待するものである。 

なお、ＮＴＴ東西によれば、今回の検討の前提である現在の公衆電話を支えるネッ

トワークである電話網（ＰＳＴＮ）については、２０２０年頃からＩＰ網への計画的

移行を開始し、２０２５年頃に完了するとしている。ＮＴＴ東西は、計画的移行の後

も公衆電話の提供を維持することを予定しているが、こうしたネットワーク構成の変

更等により、例えば、課金機能について用いられている硬貨収納信号を用いることが

困難となる、アクセス回線がメタル回線の場合には局給電により停電時も一定時間内

の通話が可能であったが、光回線となる場合にはこうした通話ができなくなるといっ

た課題が生ずる可能性がある。ＮＴＴ東西においては、公衆電話が災害等緊急時にお

ける有効な通信手段であることを踏まえ、こうした課題について、速やかに検討を開

始し、必要な対策を前倒しで行っていくことが望ましく、また、適切なタイミングで

情報提供を行うことが適当である。 

最後に、ユニバーサルサービスについては、ブロードバンドサービスの普及状況に

即して生ずる「ブロードバンドアクセス」をどう扱うかといった課題もあり、時宜に

応じた適切な制度の在り方について不断に検討を行うことが求められている。今後、

こうした全体的な動きの中において、災害等緊急時における有効な通信手段としての

公衆電話の在り方についても、必要に応じて改めて検討を行っていくことが望まれる。 


